
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成27年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（一部事務組合　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成23年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 03 人材の育成と活用行財政改革の推進

単位当たり
コスト

03-03

給与管理事務

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：市町村研
修所等、外部では対応できない部分を
補うために、今後も創意工夫して実施
する。

事業
内容
・

活動
手段

新任・接遇・現任・混合・パ
ソコン・管理職・近隣市合同
等の研修

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために

03-03-04

職員課
人事給与担当 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

正規職員
及び再任用職員

支給回数
(回)

行政
補完的

政策的

03-03-01

職員課
研修福利担当

市独自研修事務

03-03-02

職員課
研修福利担当

市町村職員研修所
研修事務

03-03-03

職員課
研修福利担当

専門研修等職員派
遣研修事務

674 4,146 4,820 8,976

効率性 2 達成度

983 5,818 6,801 10,447

説明：毎年度、必要かつ外部では対応で
きない研修を選択している。

　

説明：職員のモラルとスキルの向上に必
要不可欠な事業であるため、今後も継続
する。

537

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

正規職員

研修参加
職員数
(人)

東久留米市職員研修規程

651 983

674
廃止予定
の有無

横出し

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

360 944 944 4,310 5,254 14,594
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

目的
・

意図

モラルとスキルの向上

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

正規職員

研修参加
職員数
(人) 5,124

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

242

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

モラルとスキルの向上

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東久留米市職員研修規程

233 5,059 5,059 4,246 9,305 39,936

説明：毎年度、研修所で実施する研修の
質のさらなる向上等を目的とした協議を
研修所と都下市町村で行っている。

総合評価（課題・方向性）：研修の高
度化、効率性等に重点を置き、都下市
町村が共同で研修所を運営する。

事業
内容
・

活動
手段

必修研修（職層別研修・専門
研修）、選択研修（講師養成
研修・政策法務研修・能力開
発研修・情報処理研修・実務
研修・特別研修）の実施

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：職員のモラルとスキルの向上に必
要不可欠な事業であるため、今後も継続
する。

312 5,041 5,041 4,071 9,112 29,205
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

5,124 4,146 9,270 38,306

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

正規職員

研修参加
職員数
(人)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東久留米市職員研修規程

155 2,098 2,098 2,673 4,771 30,781

説明：専門性の高い民間団体等が実施す
る研修を、各課が能動的に選択し受講し
ている。

総合評価（課題・方向性）：専門性の
高い民間等団体等が実施する研修に職
員を派遣して、職員のスキルアップを
図るものであり、今後も実施する。

事業
内容
・

活動
手段 121 1,602 1,843

達成度 　

説明：職員のモラルと専門分野のスキル
の向上に必要不可欠な事業であるため、
今後も継続する。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

各分野におけるスキルの向上

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

160 1,557 1,557 1,754 3,311

東京都・日本経営協会・全国
市長会への専門派遣研修

3
1,602

20,694

3,445 28,471

効率性

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

地方自治法、地方公務員法に
基づき、適正な給与を正確に
定まった期日に支給する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

外部評価
財政健全経営計画

実行プラン
対象

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性

28,806 1,800,375

効率性 4 達成度 　

説明：
職員の事務分担を給与以外にも割り振っ
たこと、及びシステムにかかる費用が年
度途中から安価になったことにより、効
率性が４となった。

15 9,453 30,785 2,052,333

16 9,074

業務フローに改
善の余地がある

9,074 19,732

9,453 21,332

現状維持

（市）東久留米市職員の給与に関する条例施行規則、東久留米市職員の初任給、昇格およ
び昇給等の基準に関する規則、職員の通勤手当に関する規則、東久留米市職員の管理職手
当支給に関する規則、東久留米市職員の住居手当に関する規則、東久留米市職員の勤勉手
当の支給に関する取扱要綱

16 10,727 10,727 14,388 25,115 1,569,688

説明：
 職員への適正な給与支給に期するため、
法令等に基づき行っている事務である。
現在構築されているシステムが、もう少
し使い勝手のよいものになると、業務フ
ローが改善できる可能性がある。

総合評価（課題・方向性）：
職員給与の性質上、今後も現状維持と
する。

事業
内容
・

活動
手段

昇給、昇格、各種手当、各種
控除、時間外管理、産休、育
休の管理及び市町村共済組合
掛け金・負担金の徴収・支払
い、各種調査の回答など

☑

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 03 人材の育成と活用行財政改革の推進

単位当たり
コスト

03-03

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

1,910

4 1,917

67 1,843

職員課
人事給与担当

03-03-07

03-03-08

出退勤管理事務

職員課
人事給与担当

職員課
人事給与担当

職員採用事務

627 4,146

3,987722

35 5,759

15 6,392

03-03-06

03-03-05

職員課
人事給与担当

勤務評定事務

人事異動事務

清瀬市 西東京市

518 722 4,709 9,091

横出し

219 627 4,773 21,795

効率性 5

制度改正の
余地がある

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

採用希望者

採用希望
者数(人)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある

目的
・

意図

より優秀な人材の確保

小平市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

東村山市

　29年度の方向性 現状維持

東久留米市職員任用規程

473 1,020 1,020 3,853 4,873 10,302

説明：職員の適正な人事管理に期するた
め、法令等に基づき行っている事務であ
る。現段階では、業務フロー及び制度改
正に改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
定員数とフルタイム再任用職員数にも
よるが、今後も必要な人数確保のた
め、現状維持とする。

事業
内容
・

活動
手段

市広報やインターネットなど
の活用により、職員採用情報
を提供し、１次試験（教養試
験もしくは専門試験・作文）
及び２次試験（面接・健康診
断）などを行っていく。

該当

上乗せ 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：
応募者数を増やすため広報活動を広く
行ったことで、効率性が５となった。今
後も、時代に沿った活動をしていく。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

正規職員

異動職員
数(人)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

外部評価

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

能力・業績・経験を評価の上
で、適材適所な人材配置を行
う。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

29年度の方向性 現状維持

地方公務員法、東久留米市職員定数条例

176 26 26 5,740 5,766 32,761

説明：職員の適正な人事管理に期するた
め、法令等に基づき行っている事務であ
る。現段階では、業務フロー及び制度改
正に改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
適正な人事管理、組織運営において人
事異動は必須のものであるため現状維
持とする。

事業
内容
・

活動
手段

自己申告書及び各課ヒアリン
グを参考にして、職員課が原
案を作成し、内示後に発令交
付する。再任用職員を含め、
適材適所な人材配置を実施

138
5 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：
27年度の異動者数が26年度に比べ増えて
いることから、効率性が５となってい
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

35

　制度改正の
余地がある

183 15 6,407 35,011
財政健全経営計画

実行プラン
対象

5,794

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成27年度

対象

正規職員

正規職員
数(人)

行政
補完的

 (改正実施年度　　年度) 該当

41,986

効率性

29年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

地方公務員法、東久留米市勤務評定規程、東久留米市人事評価制度の実施に係る要綱

597 105 105 2,044 2,149 3,600

説明：職員の適正な人事管理に期するた
め、法令等に基づき行っている事務であ
る。平成２８年度より人事評価制度を実
施することから、勤務評定事務の業務フ
ローや制度改正は行わない。今後は、人
事評価制度自体の制度を構築していく。

総合評価（課題・方向性）：
地方公務員法改正により、２８年度か
ら人事評価制度（業績評価、能力評
価）を本格実施することから、勤務評
定は廃止とする。

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市勤務評定規程、東
久留米市人事評価制度の実施
に係る要綱に基づき実施

上乗せ 横出し

597 67

政策的
給付
事業

廃止予定
の有無

3,199

効率性

業務フローに改
善の余地がある

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

2 達成度 　

説明：
地方公務員法の改正により２８年度から
勤務評定に替わり人事評価制度が始ま
る。本格実施の前に、２７年度に人事評
価制度の試行実施を行ったことから、事
業費及び人件費が増えたため、効率性が
２となった。

1,921 3,149

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

能力・業績・経験等を適確に
評価する

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

610 4

　

終期

対象

全職員

全職員数
(人)

534

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1,352

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

根拠
法令
等

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

（国）労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準
（市）東久留米市職員服務規程

1,373 998 998 1,808 2,806 2,044

説明： 職員の適正な人事管理に期するた
め、法令等に基づき行っている事務であ
る。事業費は出退勤システム再リースに
より使用料が減少した。現段階で、業務
フロー及び制度改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
出勤、退勤時間の管理は必須であるた
め、現状維持とする。

事業
内容
・

活動
手段

本庁舎では磁器カード、外職
場ではタイムカードを使用し
て職員の勤務管理を行ってい
る。

2,223 1,644

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

効率性 1 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：本庁設置の出退勤情報管理システ
ムは、26年10月～27年9月の間、再リース
のため賃貸借料等が安価であったが、27
年10月に新規システムを導入したことに
より、27年10月以降、機器の使用料・賃
貸借料が増えた。また、外部職場に設置
のﾀｲﾑﾚｺｰﾀﾞｰを機械の破損等の理由から27
年度に４台購入した。以上2点の理由から
事業費が増え、効率性が１となった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

全職員（正規・再任用・嘱
託・臨時）の出退勤情報の把
握及び勤務実績評価

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,355 1,063 2,679 1,9771,6161,063

534 1,689

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 03 人材の育成と活用行財政改革の推進

単位当たり
コスト

03-03

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）

公務災害・労働災
害事務

03-03-12

職員課
労務担当

5,579

職員健康管理啓発
事業

03-03-10

職員課
研修福利担当

03-03-11

職員課
研修福利担当

03-03-09

職員課
研修福利担当

法定健康診断事業

任意健康診断事業

外部評価

18,583

対象

1,902 4,151

2,949 2,949

全職員

健康相談
者数(人)

根拠
法令
等

　制度改正の
余地がある

4 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：職員の健康管理および事業者とし
ての安全配慮義務の徹底に重点を置いて
積極的に行う。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

健康維持

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

259 2,309

3,685 6,634

健康相談

2,309 3,270

　

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

357

21,541
財政健全経営計画

実行プラン
対象

終期

効率性

業務フローに改
善の余地がある

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

職員の健康維持（発症割合が
高い病気、職種による感染度
の高い病気の早期発見

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

585 1,902

1,353 4,453

29年度の方向性 現状維持

（国）労働安全衛生法

440 3,011 3,011 3,774 6,785 15,420

説明：生活習慣病、精神疾患等の予防等
のため、職員に対して年間を通じて健康
診断のフォロー、メンタルヘルス相談等
を行う。

総合評価（課題・方向性）：増加傾向
にある生活習慣病、精神疾患等を予防
し、職員の健康を維持するため、健康
診断のフォロー、メンタルヘルス相談
等を積極的に行う必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

横出し

573

全職員

受診者数
(人)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

1,353

6,053 10,347

10,133

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：医療行為を行うため、安全性が最
優先とされる事業である。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

29年度の方向性 現状維持

参考（国）VDT作業における労働衛生管理のためのガイドライン

646 1,337 1,337 4,953 6,290 9,737

説明：職員の年齢や職種等に応じた健康
管理のための事業であり、着実に実施す
る必要がある。

総合評価（課題・方向性）：国のガイ
ドラインに沿うもの、職員の職種によ
り必要性の高くなるもの、罹患率の高
いもの等について、予防、早期発見を
目的として行う。

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

5,806

胃検診・大腸がん検診・視機
能検査・B型肝炎予防接種
（職種限定）・アスベスト検
診

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

対象

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

（国）労働安全衛生法

1,373 4,546 4,546 5,032 9,578 6,976

説明：法定事業であり、職員の健康管理
のために着実に実施する必要がある。

総合評価（課題・方向性）：職員の健
康管理に期するため、法令等に基づき
実施する。

事業
内容
・

活動
手段

全職員の健康診断

5,129 4,453 9,582 7,082

効率性 3

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1353 5,129

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

全職員

受診対象
職員数
(人)

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：医療行為を行うため、安全性が最
優先とされる事業である。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

職員の健康維持

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1355 5,071 5,071 4,151 9,222 6,806
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
正規職員、再任用職員、臨
時・嘱託職員

被 災 職 員
数（人）

8,364

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

14

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

公務中の災害に対し補償する
ことで、安心して働くことの
できる環境整備

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

17

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

労働基準法、地方公務員災害補償法

25 8,872 8,872 1,887 10,759 430,360

説明：労働災害、公務災害の傾向を把握
し、職場への適切なアプローチで災害の
漸減に努める。
制度については労働基本権の根幹にかか
わるので変更は難しい。

総合評価（課題・方向性）：正規職
員・再任用職員のための公務災害およ
び嘱託職員・臨時職員のための労働災
害については、職員の安全安心の職場
環境保持のために不可欠な制度であ
る。
また、勤務時間・通勤途中の災害をな
くすことも併せて啓発していく。

事業
内容
・

活動
手段

正規職員・非常勤職員などの
公務災害・通勤災害などの各
種認定請求・各種保障の請
求・給付及び各種保障の支
給・労働保険料の納付

効率性 5 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：公務災害補償基金、労働保険の掛
け金が引き上げられ、一般財源は増加し
ている。単位当たりが減るのは災害件数
が増えているため

 直営
（委託無）

全部
委託

6,902 6,902 1,925 8,827 519,235
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

8,364 1,459 9,823 701,643

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 03 人材の育成と活用行財政改革の推進

単位当たり
コスト

03-03

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ ■ その他（負担金　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（負担金　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

職員課長
下川　尚孝

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）

労働条件調整事務

職員課
労務担当

東京都市町村公平
委員会事務

共済組合事務

03-03-16

03-03-15

職員課
研修福利担当

03-03-13

職員課
研修福利担当

03-03-14

職員課
労務担当

産業医活動事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

（国）労働安全衛生法

17 1,956 1,956 1,887 3,843 226,059

説明：法令等に基づき、職員の健康維持
を目的として必要な事業を着実に行う必
要がある。

総合評価（課題・方向性）：職員の健
康管理のため、法令等に基づき実施す
る。

事業
内容
・

活動
手段

職場巡回、健康相談

1,958 1,843 3,801 190,050

効率性 2

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

20 1,958

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

全職員

産業医に
係る事業
の回数
(回)

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：効率性以上に、職員の健康維持お
よび事業者としての安全配慮義務の徹底
に重点を置いて行っている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

安心して働くことのできる職
場環境と健康維持

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

17 1,956 1,956 1,756 3,712 218,353
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 正規職員

公 平 委 員
会 へ の 申
し 出 件 数
（件） 874

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

労働基本権制約の代償措置を
設けることにより、安心して
働くことのできる環境整備

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

地方自治法、地方公務員法

0 947 947 1,101 2,048 #DIV/0!

説明：人事委員会に代わる役割を果たし
ているので、改善・改正には馴染まない

総合評価（課題・方向性）：職員の適
正な人事・労務管理に期するため、法
令等に基づき実施している事務であ
る。市単独で人事委員会を持つことが
できない以上継続が必須である。

事業
内容
・

活動
手段

東京都市町村公平委員会への
負担金の支払い

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：公平委員会での扱う案件がない方
がいいため。

0 874

3

行政
補完的

874 1,123 1,997 #DIV/0!
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

874 1,075 1,949 #DIV/0!

0

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

（国）地方公務員法

597 77 77 9,356 9,433 15,801

説明：職員の福利厚生のため、年間を通
じて職員に対応する必要がある。

総合評価（課題・方向性）：職員の福
利厚生のため、法令等に基づき実施す
る。

事業
内容
・

活動
手段

各種短期・長期給付及び福祉
事業（保険・宿泊・貯金・貸
付・物資等）

83 8,676 8,759 14,672

効率性

対象 外部評価

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

597 83

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

正規職員

共済組合
の事業等
を利用し
た職員数
(人)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

組合

交 渉 回 数
(回)

小平市 東村山市 清瀬市

0

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：共済組合の取り扱う事業は多岐に
わたり、職員一人ひとりの状況に応じた
対応が必要とされるため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

職員の医療、年金、福祉の充
実を図り、安心して働くこと
ができるよう制度運営する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

607 80 80 9,028 9,108 15,005
財政健全経営計画

実行プラン

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

地方公務員法、地公労法、労働組合法

38 0 9,671 9,671 254,500

説明：市政全般の内容が労働条件に関係
する場合に交渉が必要となる。日常から
連絡を密にし、工夫をすることで交渉回
数等を減らすことはできる。制度的なも
のは労働基本権と団結権にかかわること
であり、難しい。

総合評価（課題・方向性）：団体交渉
の要求には応える義務が使用者側にあ
る以上、欠かせない事務である。労働
条件に関わる諸施策を円滑に進めるた
め、職員団体・労働組合との協議・交
渉は不可欠である。事業

内容
・

活動
手段

職員団体・労働組合及び臨
時・嘱託が加入する組合との
交渉を行い、労働条件等の整
備を図っていく。 効率性 4 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：行政改革に労使交渉はつきもので
あり、職員団体との協議は円滑な市政運
営に欠かせない。

33 7,219 7,219 218,758
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

10,980 10,980 296,757

西東京市

業務フローに改
善の余地がある 　

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

37

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

労働条件について交渉し、安
心して働くことのできる執務
環境を整備する。また施策に
よっては全庁的なコンセンサ
スを得るための手段として組
合との協議を行う。

東久留米市


